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第 14回 がん対策推進協議会議事次第

日 時 :平成 22年 10月 6日 (水 )

14:Oo～ 16:00
場 ワT:都 市セ ンター ホテ ル 6階

【健康局長挨拶】

【報告事項】
1 平成 23年度 がん対策関係予算の概算要求・要望について
2 平成 21年度 女性特有のがん検診 llf‐ 進事業の実施状況について      t
3 平成 22年度 がん検診 50%lff進 月間等について
4 国立がん研究センターにおける患者相談センター設置について
5 がん∂F究 の現状 と今後のあ り方について

【協議事項】
1 がん対策推進基本計画の変更に関する検討について

【資料】                                    |
資料 1-1 平成 23年度 がん対策関係予算の概算要求・要望一覧         |

]-2 厚生労働省におけるがん対策関係予算の概算要求・要望
1-3 来部科学省におけるがん対策関係予算の概算要求・要望         |
1-4 経済産業省におけるがん対策関係予鰐iの 概算要求・要望         |

資料;~早成哲肇鼻長
年
要1:稗磐否無鬼棋戦推遼草菓8奨魔模没           |

資料 3 平成 22年 度がん検診受診 率 50%達 成 に向けた集中キャンペー ン月     |
間及 び平成 22年 度がん検診 50%lll‐ 進全国大会の開催 について

資料 4 国立がん研究セ ンターのがん難民 を作 らないための新 たな取 り組み
資料 5 がん研 究の現状 と今後の あ り方 について

資料 6-1 がん対策推進晃本計画の変更 に関す る検討 について (案 )

6-2 がん研究総合 戦略専門委員会 の設置 について (例 )(案 )

6-3 がん対策推進 基本計画の変更 に係 るスケジュァル (案 )

参 考資料 1 がん対策推 進基本 計画中間報告書 (平 成 22年 6月 15日 公表 )

参 考資料 2 がんに Fl・lす る統計 (平 成 22年 10月 6日 現在 )

参 考資料 3 緩 和 ケア研修会 の修 了証書交付件数 (平 成 22年 9月 1日 現在 )

参 考資料 4 国立がんりT究 セ ンター 中期 日標

参 考資料 5 国立がん研 究セ ンター 中期 計画

参 考資料 6 がん対策推推進 協議会令

天野委員提 出資料

門 田委員 ・野 田委員提出資料



平成23年度がん対策関係予算概算要求日要望額
厚生労働省  541億円<267億円>(316億 円)

文部科学省 ★201億円く 72億円>(172億円)

経済産業省  84億円く 46億円>(71億 円 )

★
※
※

文部科学省概算要求201億円の他、科学研究費補助金(2,100億 円の内数)によるがん研究がある。
地方交付税措置 (平成22年度):がん検診事業 1,300億 円程度、女性特有のがん検診推進事業
がん医療費 (平成19年 国民医療費):2兆 6,958億 円

※<>書 きは要望額の内数、()書きは平成22年度予算額

※四捨五入の関係で合計が合わないことがある。
76億 円程度

がんの早期発見

受診率50%

厚 136億 円

<55億円>
がん医療
に関する

相談支援・

情報提供

欅著葬||
1治療Iの初期段

‐
階からの

1緩1和ケアの1実施|■ ‐

すべてのがん診療に携わる医師に
緩和ケアの基本的な研修を実施

文20億円

ての拠 点病 院で

「放射線療法日外来化学療法」

すべての
2次医療圏に

相談支援センター
を設置し、研修を
修了した相談員

を配置

厚168億円
<150億円>

がんの予防
|11■華■轟進 院内がん登録を行う医療機関数の増加

ての2次医療圏に、すべての 2次医療 圏 に拠 点病 院 を設置 し

5大がんの地域連携タリティカルバス

厚85億円<34億円> 文182億円<72億円> 経84億円<46億円>

(独 )日立がん研究センター 厚102億円<28億円>



資料1-2

平成 23年度

予算概算要求の主要事項

(がん対策関係予算を抜粋 )

【計数については、整理上、変動があり得る。】



平成23年度厚生労働省予算〈二般会計)概算要求の姿

(22年度当初予算額)・

27り

“

,561億円
(23年度要求・要望額)

28りじ7′ 954備義F可

(対22年度増額)

(+1兆 2′393億円)

―
一
―

(単位 :億円)

区  分
平成22年度予算額

(A)

平成23年度要求 (要望).    
額

|  (B)

増▲減額

(B)― (A)

年金・医療等
に係る経費等

262,652 275,012 12,359

総予算組替え
:対 象 経 費

12,909 11,655 Al,254

元気な日本
復活特別枠

1,287 1,287



平成23年度 厚生労働省概算要求のフレーム

‐
Ｎ
Ｉ

年金・ 医療等に係る経費等

22年度 26:3兆円

※1 年金国庫負担は1/2で要求。
ただし、財源は予算編成過程で検討。

※優先llE位を付|す要望■|‐
|

:111lⅢ■111姜
=1基

li

総予算組替え対象経費

○

○

○

22年度  1.3兆円

公共事業関係費
人件費、義務的経費
裁量的経費

※ 人件費の平年度
化等は加減算する
(+31億 円)

※2 政府全体
「元気な日本復活特別枠」⇒ リヒ円を相当程度超える額
○ 要望基礎枠 (政府全体)2.3兆円
○ 政策コンテス トを実施し、総理が配分を決定

900/0

23年度要求枠

リヒ1,655億円

※他所管との額の
調整2億円を含む



ｌ
ω
ｌ

´
医療、介護、福祉、雇用、年金等の各制度が相まつて国民一人一人が安心して暮らせる

社会を目指し、平成23年度予算概算要求を「少子事齢社会を売目する日本モデルJの構築

に自けた第二歩と位置付ける。

すなわち、これまでの「消費型 .保護型社会保障』,を転換し、広く国民全体の可能性を

引き出す参加璽社会保障 (ボジティプ・ウェルフェア)の構築を目指し、下記の4うの目

的が達成できるよう、、必要な施策を推進する。

・『いきいきと働く (労■に参加する)』

, F地燎で暮らし続ける―C地域に参加する)』       :
,『格農・貧目を少なくする (機会の平等を実現し。社会に参加する)』
0『質の薗いサービスを利用する (健康な暮らしに参加する)』



概算要求の新たな施策の体系 (『少子高齢社会を克■する日本モデル』)

(※各事業等について、最も関連性の
高い「目的」に区分。)

く……・
=

―
ヽ
―

参 加 型 社 会 保 障 (ポジ テ ィ ブ・ ウ ェル フ 土ァ )の 確 立
格差が少なく、何歳になつても働きたい人が働くことができ、安心して
子どもが産めt地域で健康に長寿を迎えられる社会

○平和を祈念するための硫黄島の特別対策 (総理特命事項)



働き盛り世代に対するがん予防対策を強化するなど、がん対策を総合的かつ計画的に推
進するともにヽ 肝炎治療及び肝炎ウイルス検査を促進するなど肝炎対策を推進する。
また、難病などの各種疾病対策、移植対策及び生活習慣病対策を推進するとともに、新型

インフル平ンザのウクチン接種体制の整備を含めた新型インフルエンザ等感染症対策や健康
危機管理対策の強化、医薬品・医療機器の安全対策の推進等を図る。

さらに、国民の健康被害防止を踏まえ、輸入食品の安全対策、残留農薬、食品汚染物質t

容器包装等の安全性の確保など食品安全対策を推進する。

1 がん対策の総合的かつ計画的な推進  541億円(316億円)

(1)働き盛り世代に対するがん予防対策の強化 304億円(106億円)

女性特有のがん検診推進事業を引き続き実施するとともに、市町村が実施する子宮
頸がん予防ワクチン事業、大腸がん検診における検査キットの直接配布に対する支援
を新たに行うことにより、働き盛りの世代を中心に影響が大きい子宮頸がんや大腸が
ん等に対する予防対策を強化推進し、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を図る。

(2)がん診療連携拠点病院の機能強化 34億円(34億円)

がん医療の拠点となるがん診療連携拠点病院において、病理診断の専門医師が不足
している現状を踏まえ、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた
めの病理診断補助員の確保等を図る。

(3)がん総合相談体制の整備 9,4億円(9.4億円)

都道府県に新たに地域統括相談支援センタニを設置し、患者・家族らのがんに関す
る相談について、心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンストッ
プで提供する体制を支援する。

(4)がんに関する研究の推進      1       85億 円(61億円)

日本発のがんワクチン療法による革新的ながん治療開発を戦略的に行うなど、がん

対策推進基本計画に掲げる目標の達成に資する研究等を着実に推進するとともに、が
ん予防、診断、治療等に係る技術の向上等の研究成果を普及、活用する。
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「特別枠」の施策体系(F少子高齢社会を克服する日本モデル」)

参加型社会保障 (ポジティブロウェルフェア)は、経済成長の足を引つ張るものでは

なく、経済成長の基盤を作る未来への投資である。「元気な日本復活特別枠」において

は、参加型社会保障に基礎を置いた施策を進め、雇用の創出、就業率の向上、経済成長

といつた流れの好循環をもたらし、元気な日本を復活させる
`

社会保障については、今後高齢者を中心に医療や介護分野において需要の確実な増大

が見込まれ、雇用の創出が期待されるとともに、国民相互が暮らしを支え合うセーフテ

ィネットとして、国民の「安心感」を醸成し、消費活動の下支えを通じて、不況期のス

タ
.ビ
ライザー機能も果たしている。このため、社会保障制度は、個人消費を支え、需要

や雇用機会の創出と相まって、経済社会の発展を支える重要なものである。

このためt「特別枠」においても、参加型社会保障の構築を目指し、下記の4つの目

的が達成できるよう、必要な施策を推進していく。

・『いきいきと働く (労働に参加する)』

・『地域で暮らし続ける (地域に参加する)』             `
・『格差・貧目を少なくする (機会の平等を実現し。社会に参加する)J
O『質の高いサニビスを利用する (健康な暮らしに参加する)J

<目的④>賃の言ιlチーど次を和l用する

=健
康な暮 ら嫌 参 雄 秘 ノ

～よりニーズに即した効果的で質の高い社会保障のサービスを提供する体制の整備～

○子宮頸がん予防対策強化事業     1        156億 円
平成 21年 12月 に子宮頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス (HPv)感染を予

防するワクチンが承認・販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育のあり方
などの情報を収集、分析し、10歳代にはワクチンを接種、20歳からはがん検診を受け
るという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進する方策を検討
するため、市町村が実施する事業等に要する費用の一部を新たに助成する (補助先 :市

町村、補助率 :定額 (1/3相 当))。
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○働く世代への大腸がん検診推進事業 55億 円

40歳から60歳までの5歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直接送
付することにより(がん検診の重要性等を理解していただくとともに、自宅に居ながら
大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸がん検診推進事
業に要する費用の下部を新たに助成する。(補助先 :市町村、補助率 :1/2)

○健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクト    233億 円

新たな医療技術の研究開発・実用化促進、ドラッグ・ラグ、デバイス・ラグめ解消や

国民の安心・安全を確保するため、関係省庁と連携し、ライフ・イノベTション (注)

による健康長寿社会を実現する事業を一体的・戦略的に実施する。

※ 関係省庁 :文部科学省、経済産業省

(注)研究開発推進、サービスの基盤強化など(医療・介護・健康分野において革新・

課題解決を目指す取組     ́ ｀

① 難病口.がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業            95億 円

(※うち26億円は日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

革新的な医療の実現に資するため、難病やがん、肝炎、精神疾患など、社会的影響が

大きい疾病の原因解明や診断法・治療法・予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化の

ための研究等を推進する。                          _

② 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業     3o億 円

:がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上のため、日本発の
がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

③ 世界に先駆けた革新的新薬・医療機器創出のための臨床試験拠点の整備 51億円
日本発の革新的な医薬品f医療機器を創出するため、世界に先駆けて亡卜に初めて新

規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠点となる医療機関の人材確保、診断

機器等の整備(運営に必要な経費にっいて財政支援を行う (5か所整備予定)。  |
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④先端医療技術等の開発 1研究推進事業 (国立高度専門医療研究センター) 70億 円

(※うち4億円は、日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業を重複計上)

独立行政法人国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数く専門性などの特性を活
かし、日本発の革新的な医薬品、医療技術の開発に資するため、研究の基礎となるバイ
オリソァス (注)を蓄積し、医薬品、医療機器等の開発を行うとともに、研究成果め迅

速な実用化を図るための知的財産管理の体制整備を行う:

(注)バイオリツ‐スとは、研究開発のための材料として用いられる血液、組織、細胞、
DNAと いった生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。

⑤日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業  4J6億 円
日本発シーズ (医薬品・医療機器の候補となる物質等)の実用化のため、産学官一体

となつた取組を進め、大学・ベンチャー等における医薬品・医療機器候補選定の最終段

階から治験に至るまでに必要な試験・治験計画策定等に関する薬事戦略相談を実施する。

⑥医療情報データベース基盤整備事業 11億円

医薬品等の安全対策を推進するため、全国の大学病院等 5か所において、電子カルテ

等のデータを活用した医療情報データベースを構築し、1,000万人規模のデータ収集を

行う。

⑦福祉用具口介護ロボット実用化支援事業                1.7億 円

福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等に対
する臨床的評価及び介護保険施設等におけるモニター調査の機会を提供する。 ヽ
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※ １

２

がん対策の推進について
平成23年度概算要求・要望額 541億円(22年度当初予算額 316億円)

「元気な日本復活特別枠」で要望
当該事業については、独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金において実施
うち、4億円は日本発のがんウクチン療法による革新的がん治療開発戦略事業と重複計上

基本的な考え方

○ 平成19年4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年6月 に策定された「がん対策推進基本計画」の個別目標の進
捗状況を、質・量の両面から把握・評価しつつ、総合的かつ計画的に対策を推進する。

11放射線療法及びイヒ学療法め推進並びにこれらを専門的|=行う崖飾肇あ青晟 36億円(43億円)

(1)

(2)

(3)

ずん専門医等ヵ
'ん

医療専門
ζ菫薯z9高罵書成

奮禽繁喬増議投患導婆8彗期輩輩等の推進‐
・未承認・適応外医薬品解消検討事業費

1.1億円( フ.6億円)

0.8億円( 2.0億円)

34.3億円(34.3億円)
018億円( 0.9億円)

06億円( 0.6億円)

2.治療の初期段階からの緩和ケアの実施 4億円(6億円)

(1)緩和ケァの質の向上及び医療用麻薬の適正使用の推進           3.6億 円( 5.2億円)
。インターネットを活用した専門医の育成
・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修
・都道府県がん対策推進事業(緩和ケア研修部分)            

｀

・医療用麻薬適正使用の推進
(2)在 宅緩和ケア対策の推進                        0.2億 円( 1.0億円)

・訪間看護ステーション・医療機関に勤務する看護師の相互研修                `

3.がん登録の推進 ※1 一億円(T億円)

・院内がん登録の推進
・がん登録の実施に関する調査・精度管理、指導の実施
・地域がん登録の促進

4. がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

(1)がん予防・早期発見の推進

魏が
でま鰈犠舗蠣箸i暉業〇

T:が   黎
新規  ・がん検診受診率分析委託事業
(2)がん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備

新規  ・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業
(3)がん医療水準均てん化の促進
改  :都道府県がん対策推進事業(緩和ケア研修を除く)

314億円(118億円)

303.
168.
149.
135.
55.

72.

0.

1.

0.

9.

8.

6億円(100.1億円)

2億円( 22.1億円)

6億円(  ―億円)

4億円( 84.0億円)

0億円(  ‐億円)

9億円( 75.7億 円)

6億円(   ―億円)

5億円(  T億 円)

5億円(  ―億円)

1億円( 11.4億 円)

2億円( 6.8億円)

85億円(61億円)
5.がんに関する研究の推進

Oがんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現す
るためのがん対策に資する研究を着実に推進する。

・第3次対がん総合戦略研究経費     ‐
新規  。日本発のがんワクチン療法による革新酌がん治療開発戦略事業〇

48.0億円( 68.1億円)

00.0億円(   ―億円)

||′独立行政漱本国
=が

れ研究センタ■ 102億円(88億円)

Oが ん医療に関する研究・開発、医療の提供、医療従事者の研修等を行うことにより、がんに関する高度かつ専門的な
医療の向上を図る。

・独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金          lo2.0億 円( 旦8.0億円)

(つち、元気な日本復1特男1枠 2718億円① )~莱 L
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平成 23年度がん対策予算概算要求について

平成22年度予算額    平成23年度概算要求 口要望額
54, 095百 万 円31, 604百 万円 →

【26, 744百万円】|

復ヽ活特別枠」の要望額、「元気な日′【 】書きは ,

平成 19年 6月 に閣議決定されたがん対策推進基本計画を踏まえ、放射線療法 日化学療法の
推進、専門医等の育成、がん予防"早期発見の推進など、がん対策を総合的かつ計画的に推進
し、がん対策のァ層の充実を図る。

放射線療法及び化学療法の推進並びにこれ らを専門的に行う医師等の養成

C)・ がん診療連携拠点病院機能強化事業 3, 431百 万円 → 3, 430百 万円

病理診断の専門医師が不足している現状を踏まえ、がん医療の拠点となるがん診療
連携拠点病院において、専門病理医を育成するとともに病理診断業務の軽減を図るた
めの病理診断補助員の確保等を図るために要する費用を新たに助成する。

(補 助 先):都道府県、独立行政法人等
:(補 助 率):1/2、 10/10
※予算単価 :都道府県がん診療連携拠点病院 @20,000千円 → @26,000千 円

地域がん診療連携拠点病院   @14,000千円 → @14,000千円

｀
がん予防 日早期発見の推進 とがん医療水準均てん化の促進

C)・ 子宮頸がん予防対策強化事業 (特別枠で要望) 14,960百 万 円

【14, 960百万円】
平成 21年 12月 に子宮頸がんの原因であるヒトパピローマウイルス (HPV)感

染を予防するワク、チンが承認・販売されたことから、ワクチン接種の対象年齢、教育
のあり方などの情報を収集、分析し、10歳代にはワクチンを接種、20歳からはが
ん検診を受けるという一貫性のある「子宮頸がん予防対策」を効果的、効率的に推進
する方策を検討するため、市町村が実施すぅ事業等に要する費用の一部を新たに助成
する。

(補 助 先):市町村
(補 助 率):定額 (1/3相当)

0)・ 働く世代への大腸がん検診推進事業 (特別枠で要望) 5, 505百万円
【5, 505百万円】

40歳から60歳までの5歳刻みの方に対して、市町村が大腸がん検査キットを直
接自宅に送付することにより、がん検診の重要性等を理解していただくとともに、自
宅に居ながら大腸がん検査を実施できる体制を構築するため、市町村が実施する大腸
がん検診推進事業に要する費用の一部を新たに助成する。

(補 助 先):市町村
(補 助 率):1/2
(対象年齢):大腸がん 40歳、45歳、50歳、55歳、60歳
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口女性特有のがん検診推進事業 7, 574百 万円 → 7, 294百 万円

従来、地方交付税措置されているがん検診事業に加え、受診勧奨事業方策の一つと
して、一定の年齢に達した女性に対して女性特有のがんである子宮頸がん及び茅しがん
検診の無料クーポン券と検診手等を配布し、検診受診率の向上を図るため、市区町村
が実施する事業に要する費用の一部を助成する。

(補 助 先):市町村
(補 助 率):1/2
(対象年齢 )

※対象者数

子官頸がん 20歳 、25歳、30歳、35歳、40歳

乳がん   40歳、45歳、50歳ヾ55歳、60歳

の自然減

策推進事業 940百 万円 → 940百 万円
たに地域統括相談支援センターを設置 し、患者 :家族 らのがんに関する
心理、医療や生活・介護など様々な分野に関する相談をワンス トップで
支援するための事業を新たに補助メニ子―として追加する。
都道府県
1/2
ピアサポーターなど様々な分野に関する相談に対応するための相談員
の確保及びその研修、相談内容の分析、がん患者サロンの整備等

C)・ 都道府県がん対
都道府県に新

相談について、

提供す る体制を

(補 助 先 )

(補 助 率)i

(対象事業 )

0)・ がん検診受診率分析委託事業 65百 万円
がん対策推進基本計画に掲げられた、がん検診受診率を平成 23年度末までに50%

以上 とす る数値 目標の達成状況を把握するとともに、受診率向上など、今後の課題等を
把握・検討す るための事業を実施す る。

(委 託 先):民間

0)。 がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業費 49百 万円
がん患者又はその家族の方が行 うピアサポーターなど、がんに関する相談員 となる方

に対 し、がんに関する様々な分野に対する相談事業に必要なスキルを身につけるための

研修プログラムの策定を行 う。

(委 託 先):財団法人 日本対がん協会

がんに関する研究の推進

0)・ 日本発のがんワクチン療法による革新的
がん治療開発戦略事業、(特別枠で要望)

3, 000百 万 円

【3,000百 万円】
がん患者が仕事 とがん治療を両立できるような 日常生活の質の向上のため、 日本発の

がんワクチン療法の実用化に向けた大規模臨床開発研究を強力に推進する。

独立行政法人国立がん研究センター

口独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金 (=部特別枠で要望)

8, 803百万円 → 10, 200百万円
【2, 780百万円】

がんその他の悪性新生物に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれ
らの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を実施する。
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がん領域の病理診断における均てん化と病理医の育成・研修促進対策 (案 )

がん治療には的確な病理診断が必須であり、基本的には病理診断を基に、あらゆる治療(手術、化学療法、放射線療法等)が行われている。また、現
在実施されている様々な先進的がん研究の大きな基盤の一つが病理学であり、今後も重要な役割を担うものである。しかしその一方で、明らかな病理
医不足が指摘されており、日本のがん医療が抱える大きな問題として、今後、対策を講じる必要がある。

学生 (■般) 研修医

◇病理職を知らない◇試験問題が
◇授業がつまらない 少ない

◇関心の低下

◇初期研修に病理教育がない

○がん診療に関わる若手医師を対象として、日常診
療に必要な標準的病理診断の知識や技術を身につけ
るために、臨床実地研修等の実施

◇病理医数が少ない  ◇地域偏在  ◇待遇が悪い   ◇行き場がない
◇厳しい職場環境   ◇専門性の高い病理医が少ない  ◇まだまだ現役
◇一人勤務医による精度管理上の問題

Ω痘理事届Ω業贅補勁堕

“

技師1海聾 l

病理医の人員確保口専門研修・診断体制の整備

○各2次医療圏における病理医や病理診断補助員等の現状調査
…病理専門医数及び二般病理医数、病理診断補助員数等  ―

○病理専門医の包括的支援体制の整備
…各2次医療日における病理専門医の複数名配置による質の高
い病理診断体制の拡充
○より質の高い病理診断のサポ

=卜体制の整備
…病理診断補助員 (臨床検査技師等)め増員ゃ専徒化等

○退職病理医等の雇用環境の整備

○専門性の高い病理医の育成・研修
…一般病理医に対する専門性の高い(サブスペシャリティ)病理
医の育成(eJeaming等を用いた研修の実施等)

○病理医の院内外における連携体制の整備
・ロキヤンサーボニドヘの参加や定期的な合同病理診断カンファ
レンスの実施
…地域医療機関(病院、診療所等)で実施した病理診断に対して、
病理専門外来等を設置し、コンサルテーションを実施

‥
一
ヽ
‥

病理医の啓発・教育

○病理職やその重要性に関するァ般への啓発
…ドラマ(例)法医学等への露出

○魅力ある講義・実習の実施

○病理学に関する国試出題数の増加



がん診療連携拠点病院に―おける病理医の業務状況等

1

:

○がん診療連携拠点病院数,377病院
<日 本病理学会認定施設>

・都道府県がん診療連携拠点病院  49/51病 院
・地域がん診療連携拠点病院‐   220/326病院

○学会認
:定

病理医数(常勤):793名 (平均2.1名 /1拠点病院)

、最大 12名｀
口最 Jヽ 0名 (非常勤で代用 )

0病・
理医1名 当たりの新規患者数   :

11■癖聾

'|III■

||■|‐
111,24名‐″1年|

最大 5,729名 /年
1‐11■1平掏■や101

1日 平均22.0名

111礁趙難
=■

,||||‐ 350名 |́111111 
‐■.■ 1111■均■1‐14名■‐■

※ 新規がん患者については、術前診断(手術がある場合は術中・術後)で病理
診断が必要。
新規患者以外にも、検診者や再発患者のために病理診断を行うことがある。

01回当たりの病理診断手順
′     :



子宮頸がん予防対策について

―
一
〇
―

J田 市町村 …………

2009年 γ

定額

補助

データ
提供

i¶ :

がんに関する正しい知識
口検診の重要性

子宮頸がん予防ワクチンについて、がん検診と
セットで効果的、効率的に実施されるよう、ワク
チン接種の対象年齢(教育のあり方などの情報を‐

望琴≧藝鱈麗重蟹客翌
険料を含む)  11 1    1 : ‐ ・ |

I責|あ1高しヽサ■ビスの
■■‐‐t ii推進・  ―

ワクチンによる予防

(目 的)早期発見・治療
☆5年生存率 71.5%

[ただし、検診受診率 21.3%(H19)]

|● ■■■■口■ロロ■●■ロロ■●●●●■■●● o● ■口■●■■■■■●●●●●●■■ロロ■●●■口■■●■■■■■●●●
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一
「
‥

働く世代への大腸がん検1診推1進事業

O大腸がんは、i罹患数(男性:57,078人、女性:40,977
・
人)、 死亡者数(男性:23,592人、女性 :19,762人 )と我
が国に多いがんであり、特に働き盛りの40歳代後半
から罹患者数、死亡者数ともに増加している。

○大腸がんの治癒率は7割 t早期であれば100%近く
完治するが、無症状の早期に発見することが必要不
可欠であり、がん検診が重要。

○しかしながら、「面倒」、「時間がない」t「受診場所ま
で遠い」というた理由などにより、受診されない状況。

市区町村が大腸がん検査キツトを一定の年齢の者に直接送付することにより、がん検診の重要性を理解してい
ただくとともに、自宅に居ながらがん検診を受診可能とする体制を構築し、ニーズに即した効果で質の高い社会保
障サ■ビスが利用できるために必要な経費

○大腸がん検査キットを対象者に直接送付することに
より、自宅に居ながら検査が苛能。

○がん検診の受診率が向上し、早期発見日早期治療が
1図られる。
○早期治療にょる治癒、早期の職場復帰が可能。
○多くの働き盛りの方に対する大腸がんによる死亡リ
スクの軽減が図られる。

○事業の対象である節目年齢の方については、大腸
がん検診受診率50%の達成が期待できる。

存
一　
　
蜘

事業内容 (

鮒
　
　
　
一　
施
　
　
　
　
一一断
輌
臥

④検査結果
費用請求

○検診対象者の調査、検査機関との調整
〇大腸がん検査キットを個人宅べ配布・回1又

○検査依頼・費用の支払
○検査結果の通知

○大腸がん検査キットによる検査
○市区町村に費用請求

○自宅において、大腸がん検査を実施
○検診対象者

40歳、45歳、50歳、55歳、60歳
男性 :約421万人

女性 :約419万人



文 におけるがん対 について

戦略目標 :我が国の死亡原因の第一位であるがんについて、研究、予防及び医療を総合的に推進することにより、
がんの罹患率と死亡率の激減を目指す。

平成23年度概算要求額 :201億 円※1<要望額 :72億 円>
(平成22年度予算額  :172億円).

革新的ながん治療法等の研究開発

1粒子線がん治療に係る人材育成プログラム

専門知識等を有する人材をオン・ザ・ジョブ・ト
レーニング等で育成: (H23要求額 :0.7億円)

・国立大学法人運営費交付金の確保
大学におけるがん治療研究等を推進。

(H23要求額 :20億円、うち要望額 ,3億円)

プヽ
※2:平成23年度概算要求

がんの本態解明

・科学研究費補助金

主として研究者がグループを組んで研究を
推進する「領域研究」の分野で、がん研究に関
する気的知見を得るための研究を支援。

(H23要求額 :121100億 円の内数)

1橋渡し研究加速ネ:ッ トワークプログラム【新規】

| がんや難治性疾病等の重大な疾患に対する有
‐ 望な基礎研究の成果を着実に実用化させ、国民

へ医療として定着させることを目指す。

.   (H23要求額 :30億 円、うち要望額 :30億円)

:分子イメージング研究戦略推進プログラム

分子イメージング技術について:創薬プロセス
の改革、疾患の診断技術等への活用に向けた実

(H23要求額 :5億 円)

ロオーダーメイド医療の実現プログラム

世界最大規模のバイオバンクを活用し、がん
の発症リスクに関連する遺伝子特定等を推進。

(H23要求額 :16億円 )

戦略的がん研究

|.1次世代がん研究戦略推進プロジェクト

■革新的な曇縫研究の成果 (有望シ」要魂夢
厳選し、戦略的に育成するとともに、ファニ

マコゲノミクス研究の成果の臨床応用を加
速する。

(H23要求額 :38億円、うち要望額 :38億円)

円の中には、施設運営費
45億円が含まれる。

※1:平成23年度概算要求額201億円の他に科学研究費補助金 (要求額2,100億円の内数)によるがん研究がある。

がんプロフェッショナル養成プラン

がん医療の担い手となるがん専門医師及びがん
に特化した医療人の養成を行うための大学の取
組みを支援      (H23要 求額 :20億円)

医 学 部 教 育 に お け る 取 組

「医学教育モデル・コア・カリキュラム」
に基づくがんに関する教育の実施

大学病院における取組
がんセンター等の横断的にがん治療等を行う
診療組織の設置等による診療の充実



経済産業省における主ながん対策関連予算について

がん対策関連予算平成23年度概算要求額 :83.6億 円く46.0億円>(70.5億円)
く>内は元気な日本復活特別枠

算額

1.医療機器関連  50.8億円く46.0億円>(12.2億 円)

0がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト
20.8億円く16.0億円>(12.2億 円)

最適ながん対策を実現し、患者の生活の質の向上を図るた
め、微小ながんを発見し、がんの特性を正確に把握することで
最適な治療を実現するべく、
(1)高精度な画像診断、病理診断、血中がん分子口遺伝子診
断に係る医療機器
(2)最小限の切除で確実な治療を実現する診断口治療T体型
のヽ内視鏡下手術支援システム、微小ながんを高精度に治療
するX線治療機器を開発する。

O課題解決型医療機器の開発・改良に向けた病院椰企業間の
連携支援事業

30.0傷獣Fヨ く30.0傷獣P電 >(乗斤規)

我が国の医療の向上と、ものづくり産業の持続的成長を図る
ため、医療機器に対する課題やニーズを有する医療機関と、優
れたものづくり技術を有する中小企業等との連携を支援し、文
科省、厚労省と連携して医療機器の開発・改良を促進する。

0基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発
.           16.2億 (25.5億円)

先進医療技術を創出するために、医療現場のニーズに基
づき、多様なバイオ技術など基礎・基盤研究の成果を融合し、
円滑に実用化にうなげる技術開発(橋渡し研究)を推進。研
究開発テーマは1創薬技術、診断技術、再生・細籠医療、
治療機器の4分野が対象。

3.創薬に向けた支援技術  16.6億円 (32.8億 円)

10後天的ケ・ノム修飾のメヵニス:ムを活用した創薬基盤技術開発
1              2.4億 円(3.2億円)

1轟記3鶴醐 誕麟 勝摺違縫躍 雲鶉
1等を行い、診断技術開発や医薬品開発の効率化に貢献する。

|10ゲノム創薬加速化支援バイォ基盤技術開発
1              14.2億 円 (15.7億 円)

| がん等の病気の仕組みを分子レベルで詳細に解析し、新薬
1候補物質を探索・評価する基盤技術を開発し、治療薬の開発に
1貢献する。
1



平成23年度がん対策に向けた提案書 (がん対策推進協議会)に係る予算要求の対応について

(A 予算) 平成22年 10月 5日 現在

推奨施策 平成22年度予諄での対応状況 平成23年度予算概算要求・要望での対応案 経費別対応状況

昨年 分野
策

号

施

番 施策名 昨年要望
応

況

対
状 事業名

予算額

(千 円 )

備考
応

況

対
状 事業名

予諄要求額
(千 円)

備考
算

研究
療
酬

診
報

後

討

今
検

新規 既存

全策対中昴
腱

A-1 メん対策予算の100パーセント活用プロジェク} 継続 0 昴道府県がん対策重点推進事業 (メニュー ) 040000 0 椰道府県がん対策推進事業 (メニュー ) 940,000 0

A-2 ドん対策ノウハウ普及プ百ジェク ト 継続 0 5道府県がん対策重点推進事業(メニュー) 940000 O 椰道府県がん対策推進事業 (メニュー ) O

A-3 耶遭府県がん対策興籠計画推進薔金の設
置

継 織 △ L金の設置につし、ては、条例年の整はが必要 患金の設置については、条例等の整備があ妻 O

A-4 ドん対策へのPDoA(計 日、実行、岬
置、改■)サイクルの轟入 継競 O アクションプランの作成により対応 O 「 クションプランの作成により対応 O

E僚従事者 と患者・ 市民が協働する普及
織 0 椰道府県がん対策重ゝ 推進事業(メニュー) 040.000 0 椰道府県がん対策推進事業 (メニュー ) O

A-6 がん 思者 に よ るが ん の 普 及 唇 発 ア ク シ ヨ
ンプ うし 組続 0 ,道府県がん対策重点推進事業 (メニュー ) 0 椰道府県がん対策推進事業(メニュ‐) 940,000 O

卜学生向けの資料の全国民への配布 継焼 △ 今後検討 △ )後検討 O

"等
中等教育におけるが

～
教育の推進 継痛 O

椰道府県がん対策重点推進事葉 (メニュー ) 940,000

O
「 道府県が

～
対策推進事業(メニュー) 940000

0
k部科学省では学習指導要領で対応 に部科学省では学習指導要領で対応

2体2
がん計日の

a拶・評饉

ドん予算策定新プロセス事業 継糠 △ 学後検討 △ 学後検討 O

A-10 耶道府県がん対策推進協躍会などのがん
継続 O 耶道府県がん対策重点推進事業〈メニュニ

) 940000 0

"II府

県がん対策推進事業(メニュー) 040000 0

A-11 tの 諄価ができる評価体制の構築 継燎 △ 争後検討 △ 今後検討 O

A― i2
か野別鮨策の進拶管理に利用できる質の
軍薔 の f‐ め の 権 組 の 日 秦

継続 瞼検討 学後検樹 0

継線 0
がん医療に携わる饉瞭従事者の計回的育成■
菫

析規事業 0 目立がん研究センター委託費 O
放射線療鶴

及び化学僚
法の推進並
びに医療従
事者の育成

A-14
0餞 継続 A 今後検討 △ 今後検討 O

A― :5 E学物理士の青成とII度整備 継続 今後検討 △ 今後検討 0

1( A-10
"ん

藁 欄 無 法 専 門 家 の た め の oラ ー ニ ン
組織 O インタニネットを活用した専門医の青成専事業 77.516 0 インターネットを活用した専門医の盲威等事業 52.654 0

A‐ iフ
手「 1資 格を取得す る医晨従事者への奨学
金劇虐の創 2●

継綾 △ 今後検討 △ 今後検討 0

専用 :認定書IE師 への特別報酬 篠 続 0 診療報 BIで対応 0 O

抗がん剤の審査 プロセスの迅速化
がん研究分野

から移動

0 日米欧二極知見相談推進事業費 9.006 0 日米欧三極知見相談推進事業費 9.002

0

O 治験実施状況調査事業費 0 台験実施状況調査事業費 :0,100

O
フアーマコゲノミクス等利用医薬品臨床評価推 平成22年 度限りの

0 未承認・菫応外目薬品解消検討事業員 新規事業 0 承ヽ認・適応外区薬品解消検討事業費

O t球規模保08課 題推進研究経費 213.297 O 也球規模保健課題推進研究経費 143.220

0, A‐20 たがん剤の適用拡大の審査プロセスの見
●I

がん研究分野
から移動 ◎ t承認・遭応外医薬品解消検討事業費 62.564 新規事業 O 隊 認・適応外医薬品解消検討事業費 62,519 0

組和ケア
A-21 ηれ日のない終末期のためのアクション

継 続 ◎
ドん医療の地域連携強化事業費 (地域連携

析規事業 0 郎道府県がん対策推進事業 (メニュー ) 940.000
いんE薇の地域連
姜強化事案を盤合 O

壽
羊
己
ｌ
ｏ

2( A-22 1養病床のがん専門無養病床への活 燿続 (モデル“

=菫
ヽ

△ 学後検討 今後検討 0

21
がん診
修

療に携わる医療者への経和医療研
継縦 0

ドん医療に携わる医師に対する組和ケア研修
137.940

O

いん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修

0
医療用麻薬適正使用推進事業 医療用麻薬遭正使用推進事業

A-24 ほ和医療研修のベッ ドサイ ドラー■ング
継続 0 ドん専門医臨床研修モデル事 業 404,005 △ 今後検討 0

A-25 鳳和 躍 晨地 域 還 轟 ネ ッ トワー クの IT
継親 今後検討 O



平成23年度がん対策に向けた提案書 (がん対策推進協議会)に係る予算要求の対応について

(A予算)  、 平成22年 10月 5日現在

推奨施策 平成22年度予算での対応状況 平成23年度予算概算要求・要望での対応案 経費別対応状況

昨毒 分野
策

号

施

番 施策名 昨年要望
応

況

対
状 事業名

予算額
(千円)

備考
応

況

対

状 事業名
予算要求額

(千 円)
備考

予 算
研究

僚

酬

診

報

後

討

今

検
新規 既存

晨和ケアの質を諄価する仕組みの検討 継犠 O 千究費で対応 O 昴究費で対応 O

A-27 た学における緩和ケア購座の拡大 継親 △ 学後検討 △ 今後検討 0

A-20 晨和医療科外来の充実 新規 △ 今後検 ff 0

在宅医療
A-29 饉宅ケア・ ドクターネ ッ ト全国展開事業 継統 0

ドん医療の地域連携強化事業費 (地域連携 2'3.123 析規事業 0 都道府県がん対策推進事業 (メニュー )

ドん医療の地域連
彙強化

=彙
を銃合

O

に 宅薇和ケ
ア)

匡宅医療関係者に対するがんの機育研修 継続 O 生宅医療推進支援事業
平成22年 度限りの

△ 〉後検討 0

医宅 種 lll目 無 そサ ホー トす る黙 8ハ 蕩 輌
束の確 保 _

継続 △ 学後検討 今後検討 O

A-32 た規模在宅緩和ケア静療所エ リア展 開シ
継続 △ 学後検討 Δ 今後検討 O

13E謳 誠に書取 リテームを釈逮する際の
継続 O 研究費で対応 O 研究費で対応 O

3
ヨ同 カ ン フ ア レンス に よ るこ 宅 匡薇 ネ ツ

継続 O
'療

報酬で対応 O a療報酬で対応 0

診療ガイド

ラインの作成

(標準治薇の

抱遭と普及 )

｀ンチマ ー キ ング (指 標 比収 ,セ ンター
継織 0 研究費で対応 0 研究費で対応 O

A-30 0療ガイドラインの普及薔発プロジエク
継続 O 研究費で対応 O 研究費で対応 O

■作用に対する支持療法のガイ ドライン
継続 0 研究費で対応 O 抒究費で対応 O

醸 痺 路 aBσ A-30 ドん鰺療連携拠点病院
"度

の拡充 継続 O 椰道府県がん対策重点推進事業〈メニュー ) 940,000 O 耶道府県がん対策重点推進事業 (メニュー ) 940,000 0

:●等(がん
A-39 燿鳥洒隣磯熙距1●ア驀の文π

=1じ
]ヽuu%

継綾 0 コ立病院等は、100“ 国予算。都道府県分は、
1/2補助金・1/2地 方交付税措置済み.

O ヨ立病院等は、100“ 国予算。都道府県分は、
′,撻b金 1ンク鰤ナ0付

"綸
蜃嗜A_ 0

ワヽ → )

A‐40
ナパィパーシップ・ヶアプラン (がん経
険者ケア計画)

継犠 0 診療報酬で対応 0 滲僚報酬で対応 0

【機 関間 の 電 子 化 情 報 共 有 シス テ ム の
組 織 O 都道府県がん対策重点推進事業 (メニュー ) 0 椰道府県がん対策推進事業 (メ ニュー ) O

A-42 ドん患者助饉に関する地域実鵬調査 継続 今後検討 △ 今後検討 O

A-40
ドん 鯵 猥 遍 携 拠 点病 院 の 地 増 連 携 機 能 の

継続 O 研究費で対応 0 研究費で対応 0

がん医療に

目する相蹟

支ll及び情

鳳提供

A-44
'tん

相談コールセ ンターの設置 継続 ◎ 調立がん研究センターヘの運営費交付金
断規事 栞 (運営 費 O 日立がん研究センター運営鷺交付金

E富 費交付金の内 O

A‐45 rがん患者必携」の制作及び配布 継横 ◎ ヨ立がん研究センターヘめ運営費交付金 3.302.905
脈規事栞 (通富質
●付金の肉級ヽ O 日立がん研究センター運営費交付金 10.199,821

目富質交付金の内
陵

0

A-40
`楽

長期化学療法を受ける患者への医療
継続 △ 今後検討 △ 今後検討 0

L国 統一カ|ん 患者濱足魔調査 継 続 0 がん対策評価・分析経費
断規事栞 (平厩22
●虐阻り)

0

A-40 L城統括相談支援センタ■の設置 継続 △ 今後検討 ◎ 都道府県がん対策重点推進事業(メニュー) 040.000 メニューを新規追加 0

A-40 IB談 支援センター と患者・支援団体によ
継続

O 椰道府県がん対策重点推進事業 (メニュー ) 940.000 O 都道府県がん対策推進事業 (メニュー )

0る協働サポート
0 う|ん診療連携拠点病院機能強化事業 3431000 O がん診療連携拠点病院機能強化事業

A-50 61ん 経験者支援部の設置 継続 △ 今後検討 △ 今後検討 0

A-5, に会福祉協II会による凛養費貸付期間の
継続 O 主活福祉資金貸付事業 0 生活福祉資金貸付事業 200億 の内数 0

A→2
晰碩僚養責にかかる限魔額題用認証証の

継続 △ 今後検討 △ 今後検討 O

A-53 長期の化学僚法に対する助威 経続 △ 学後検討 今後検討 ヽ 0

A‐54 「がん惨療医療機関必携 (傾 )Jの作
新規 △ 今後検討 O



平成23年度がん対策に向けた提案書 (がん対策推進協議会)に係る予算要求の対応について

(A予算) 平成22年 10月 5日現在

推奨施策 平成22年産予算での対応状況 平成23年度予算機算要求・要望での対麻案 経費別対応状況

昨年 分野
策

号

施

番
施策名 昨年要望

応
況

対
状 事業名

予算額
(千円 )

備考
応

況

対
状 事業名 予31要求猥

(千 円)
備考

予算
研究

療
酬

診
報

後

討

今
検

新規 既存

6
がん登録

A-55 セ城がん登録費用の10/:0助 成金化 継績 0 也方交付税ll置済み。別途地域がん登録推遇
力f‐め曇芳,付饉多

=求
したが鳳められず。

◎
じ万叉付碗措置済み.別 途地軍がん登録推■
つため地方交付税を婆求

O

51 blん登録法

"化
に向けた書発活動 継織 0 地方交付税を増額要求したが認められず。 0 t方交付税を増額要求 O

]
ドん登録に関する個人情報保限体IIの 受
薔

A-501こ 統合 △ 今後検酎

8
がんの予

防 (た ばこ

対策 )

A-57 ヒばこ規制枠組条約の連守に向けた施策 継続 0
=活

習慣病対策lL遺費(たはこ・アルコール対
10,150

O

L活習慣病対策推進費 (たばこ・アルコール対

0
菫康的な生活習慣づくり重点化亭栞 (たはこ対
壼優壼

=彙
)

50.972
E康 的な生活習領づくり

=点
化事 案 (た I`こ対

契煙率減少活動への支 l■ の事業
継続くモデルー

事鶉
0

生活習慣病対策推進費 (たばこ・アルコァル対
壼糧土書 )

10.159

O

主活習慣輌対策推遣賣くたはこ・アルコール対

0
E康的な生活習慣づくり重点化事業 (たはこ対 IE康 的な生活賢颯 づくり重 点化事 業 (たはこ対

40.777

姜校の完全禁理化と教臓員に対する普及啓発 継続 O
=活

習慣病対策推進費 (たはこ・アルコール対
10.150

O
=活

習IF病対策推進■(たはこ・アルコール対

0
菫康 的な生 活習慣づくり重 点化事 業 (たはこ対 E康 的な生活習 IEづくり重点化事 集 くたばこ対

40.'ソフ

再jI 再

"等

中等教育におけるがん教育の推進 継続 O 椰道府県がん対策重点lL遣事業 (メニュー ) 940000 0 椰道府県がん対策推進事業(メニュー) 040000 0

9
がんの早

期発見 (が
ん検惨 )

A-60 果険者・事業者負担によるがん検鯵 継続 △ 今後検討 △ 年後検討 O

51 果険者負担によるがん検診事業
離続 (モ デル‐

O bく ん検診受じ促造企業連携委託事業 277.320 0 しくん検診受診促進企業連携晏託事業 140.286 0

A― 12 ドん検診促進のための普及啓発 獅

O bく ん検診受診促進企業連携委3E事業 277.820 0 ドん検診受診促進企業連携委託事業 140.285

0
O ドん検診受じ率向上企業連携推進事業 140004 O ドん検診受裕率向上企業連携推進事業 126.328

0 贄性待有のがん検鰺推進事業 7573016 0 k性特有のがん検診推進事業 7.204,447

◎ 助く世代への大腸がん検診推進事業 5.504.780

0( A-00 ドん検鰺の精度 管理方式の統一化 継続 0 昴究費で対応 O 昴究費で対応 O

A-64 1期的な地域がん検F事業
継幾 (モデルー

0 r究費で対応 0 丼究費で対応 0

イベント型がん検診に対する助威 継親 0 ドん検診受診促進企業連携晏託事業 0 |{ん検診受鯵促道企業連携姜託事業 0

10
がん研究

,少がん・難治がん特別研究費 籠 続 O 0 隣究費で対応 0

0( A=07 がんの社会的研究分野の戦略研究の創設 継線 O 賢究費で対応 O 研究費で対応 0

0( A-38 いん 思書 の 00L(生 活 の 質 ,向 上 に 向 け
継織 O 昴究費で対応 O 研究費で対応 0

「‐め の大 規 粗 研 究 の促 造 に関す る支 II
新 規 O 研究費で対応 O

A―フ0
ドん予防、検Fな ど大型長期研究を必要
″十 ス置 A腱 IHに 対十 る寺諄 新規 0 研究費で対応 0

A-71
ゲノム科学に基づく大規模なEI作用予測

新規 0 研究費で対応 0

11
疾病別

(がんの種

輌別)の対
壼

A-72 嘆病男1地域医療資源の再構厳プロジエク
ト     ´ 継犠 O 椰道府県がん対策重点推進事業 (メニュー ) O 都道府県がん対策推進事業 (メニュー ) 040000 O

A-73 子宮類がん換滅事業 継幌 )後検討 ◎ 子宮頸がん予防対策強化事業 14,900,005 析規事業 O

A-74 」ヽ児がんと希少がんに対する包括的対策 継犠〈希少がん
今後検酎 △ 今後検討 O

5 3



資 料 2
平成21年度女性特有のがん検診推進事業の実施状況

(対象者に対する無料クーボン配布率・利用率) 平成22年 10月6日現在

都道府県

子宮頚がん(2025.30.35.40歳 対象) 乳がん (404■50.55_60歳 対象) 交付決定
市町村等数

(実績報告済/総数)対象者数
クニポン券
配布枚数

利用者数 利用率 対象者数
クーポン券
配布枚数

利用者数 利用率

北 海  道 171,17: 48,203 28_0, 207,322 206,16〔 571211 179 /

青 森 県 39,49( 39,51〔 52.68( 52,654 14,06〔 26.79 40   /    40

岩  手  県 36,89〔 9,661 26.2' 47,421 45,95〔 16,411 35   /    35

菖 城  県 75,94[ 74,22〔 19,822 81,421 78,26〔 24,511 35   /    35

伏 田 県 28,27〔 28,21( 6:777 24.l13 40,10〔 39.531 26.09 25   /    25

山 形  県 31,821 31,821 22_99 40,05〔 39,991 12,39〔 3099 35   /    35

嘔 島  県 58,734 58,151 12,900 2201 70,32乏 69,333 18,274 58    /    58

茨 城  県 93,73( 93,511 18,661 103,53( 102,832 25,529 44   /    44

栃 木  県 63,32〔 11,893 71,081 71.088 17.387 24.59 30   /    30

群 馬  県 63,27( 62,17( 12,217 69;55〔 69,552 15,776 22.7] 34    /    34

埼  玉  県 245,263 245,431 49,231 2019 251,06[ 250,794 61,092 70   /    70

千 葉  県 209,18〔 202,68( 42,087 20.1, 213,592 209,29( 51,685 24.29 53   /    53

東 京  着 497,22〔 482,60: 97,575 19.69 440,66[ 428,353 100,231 59   /   : 59

神 奈 り|卜 県 180,117 179,89〔 34,132 18.9 176,412 177,577 31   /    33

新 潟  県 68,684 68,614 15,851 23.19 82,241 82,149 21,923 26.79 31  / .31

富  山 県 33,06〔 32,92〔 6,623 20_0, 38,792 38,151 9,315 2409 /

石 り|1 岬 36,764 36,78〔 7,77G 41,843 41,850 10,075 19   /    19

福 井  県 24,804 24,681 17_6' 29,001 28,801 6,453 / 17

山  雰L 埠 26,44 6,358 30,294 30,289 8,810 28   /    28

長  野  埠 61,53〔 61,12( 13,624 22_19 67,842 67,252 18,136 267, 76   /    76

岐 阜 、埠 67,657 67,10〔 15,527 22.99 75,24( 21.150 42   /    42

静  岡  埠 l13,29( 113,381 24,94【 22_K19 127,434 127,569 30,329 32   /    32

愛  知  鰐 255:33 255,94( 61,861 24_29 252,23〔 252,013 59,710 60   /    60

二  重  月 59,32( 55,51〔 13,89, 23.引 66,507 62,17( 18,27〔 27.5, 29    /    29

滋 賀  岬 47,14: 46,86〔 12,167 25.3 48,558 48,350 12,571 259, 26    /    26

京 都  盾 87:37( 87,261 13,66( 92,121 91:791 17,433 26  . /    26

大 阪 産 308,79〔 309,921 68,18〔 '22.1, 315,008 61,789 43   /    43

兵 庫  舅 190,00乏 190,051 41,594 21.9, 205,02[ 205,05( 47,475 23.29 41   /    41

兼 良  岬 52,607 52,447 12,561 23.9, 37  ′   37

m歌 山 月 30,10g 7,657 37,58( 37,12( 9,267 30   /    30

鳥  取  埠 17,157 18111 20,61( 4,93( 18    /    18

訪  根  塀 19,3〔晰 19,40[ ８６ 20.CIC 24,27[ 24,287 6,15( 25.49 /

岡 山  塀 61,18( 60,811 66,58〔 66,121 16,091 2429 27    /    27

六 島  舅 92,331 92,27C 21,95C 238 99,77〔 99,57( 23,61( 23.79 23   /  1 23

山  口  環 41,73( 41,727 51,37〔 51,35〔 11,371 19    /    19

徳 島  県 23,731 23,742 6,35( 26.81 29,07 29,00〔 6,971 24   /    24

香 川  県 30,541 30,561 6,731 22.lll 36,041 9,36イ 2601 /

愛 媛  県 42,931 42,67[ 9,812 229 52,50乏 52,3S 15,04` 28.7, 20   /    20

高 知  県 21,58. 21,38〔 27,16〔 26,94: 6,51( 23.8' 29   /    29

幅 岡  県 170,801 170,607 37,13[ 217' 182,31` 181,69( 39,321 21.6, 66 ｀
 /    66

ヒ 賀 県 25,57〔 30,44` 30,441 20    /    20

長 崎 県 41,78( 41,85〔 10,83〔 25:9, 52,99〔 13,701 25.91 23   /    23

噂 本  源 54,09〔 53,62( 13,04( 241' 64,70( 18,613 28.8, 46   /    46

太 分  県 35,61 35,55〈 8,38[ 23.51 43,60〔 43,52: 11,74g 26.9, 18   /    18

宮 崎  県 33,08, 33,02〔 6,551 41180( 41,64【 28    /    28

記 児 島 県 49,124 48,79〔 9,007 1831 601141 59,13〔 13,941 23.21 41   /    41

中 縄 月 47.481 47,217 46,421 46:28〔 9,19〔 198, 41   /    41

針計 4,060,18】 4,027,71 879,54C 4,357,22〔 4,321,32〔 1,047,974 ノ

巳布(利用)率 才 21.79 才 才 99.29

―
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女性特有のがん検診推進事業の実施状況
【子宮頸がん検診】

1,785市 区町村
           村合併後、1自治体として報告した箇所があ

全自治体数
1,755市 区RI村「     、※1市

鴨63市区町村となつていない      `
実施 自治体数(※ 1)

るため1,1

未 実 施 等 (※ 2)     30市 区町村      ※2未実施及び未報告自治体

1.対象者数・配布枚数
対象者数     4,060,181人      (平 均  2β 13人/自 治体 )

総配布枚数    4ρ 27,713枚      (平 均   2,295枚 /自 治体 )

1′500,000

1′000,000

500′ 000

0

25冑屁            301覧
日総対象者数 □総配布枚数

35膚晏

｀
2.利用枚数                      .

総利用枚数     879,540枚     (平 均   490枚 /自 治体 )

30o′ 9o0

2oO,000

■90,000

0

296

1枚～  51枚～ 201枚～ 401枚～ 801枚～ 1001枚 ～ 2011枚～・4001枚～1001枚 、101枚ん

350

300

250

200

150

100

50

0

自治体数

1枚～  51枚～ 101枚γ 201枚～ 4ol枚～ 801枚～ 1001枚～2001枚～4001枚～8001枚t
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3.利用率
①対象者に対する利用率

②配布枚数に対する利用率

(最大値が100%を超えているのは、クーポン未配布者に対しても検診を実施した等の事例があるため)

20歳 25歳 30歳 35歳 40歳 総 計

大 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0_00/0 0.0%

平 均 8.6% 17.7% 23.8% 26.8繁 29.4% 22.0%

利用率が50%を超え
た自治体数

7自 治体 20自治体 27自 治体 35自 治体 79自 治体 9自 治体

0.4% 1.1% 1.5% 2.0% 4.5% 0.5%

年齢階級別―利用率別、自治体数割合

総計

40備費

35清菱

30歳

25歳

20歳

0%   10%   20%   30%   40%   50%   60%   70%   80%   90%  100%
国0%～ □10%～ ■20%～ □30%～ 口40%～ □50%～ ■60%～ □70%～ 口80%～ □90%～ □100%～

20歳 25歳 30歳 35歳 40歳 総 計

最 大 120.0% 262.5% 470.0% 252.4% 400.0% 550.0%
ｕｒ 0.0% 0.0% 0.0% 0.00/ 0.0% 0.0%

平均 8.9% 18.0% 24.3% 27.3% 30:3% 23.0%

利用率が50%を超え
た自治体数  `.

13自 治体 26自治体 .40自 治体 50自 治体 98自 治体 21目 治 体

0.7% 1.5% 2.3% 2.8ツ 5.6% 1.2%

年齢階級別T利用率別、自治体数割合

総計

40歳

35歳

30歳

25歳

20歳

0%   10%   20%   30%   40%   50%   60%   70% ,80%   90%  100%
回0%～ □10%～ ■20%～ 口30%～ ■40%～ □50%～ ■60%～ 口70%γ ■80%～ 口90%～ 口loo%～
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女性特:有のがん検診推進事業の実施状況  ヽ

【乳がん検診】

・案晃瞥憶裸象(莱っ 1確 :匿器籍  熟前絡撤‖彗治休れて結した師がぁ
るため1,763市 区町村となつていない

未実施等(※2)      33市 区町村      ※2未実施及び未報告自治体

1.対象者数・配布枚数   :        ′

対象者数、    4,357,223人      (平 均  2,487人 /自 治体 )′

・総配布枚数    4,321,328枚       (平 均  2,467枚 /自 治体)      :

1′500,000

1,000,000

500,000

0

45歳      50歳
□総対象者数 口総配布枚数

2.利用枚数    :   ′
総利用枚数     1,047,974枚      (平 均   598枚 /自 治体 )

騨，
叫
狂一、２。。．叫
叫　‘５。．一 1枚～ 51枚～ 101枚ん 201枚～ 401枚～ 801枚｀ 1001枚～2001枚～4ool枚～患001枚～

400

300

200

100

0

51枚γ 101枚 ～ 201枚～ 401枚 ～ 801枚～ lool枚～ 2001枚ん 4001枚～ 8001枚

300,000

2oO,000

100′ 000

0

40歳  ‐    45歳   ｀  50歳 55歳
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3.利用率
①対象者に対する利用率

②配布枚数に対する利用率

(最大値がloO%を超えてぃるのは、クニポン未配布者に対しても検診を実施した等の事例があるため)

40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 総 計

大 100:0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100_0%

0.0% 0_0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

平 均 30.5% 27.8% 26.7% 28.0% 30.5% 28.8%

利用率が50%を超え
た自治体数

96自 治体 58自治体 39自治体 48目 灘さ1本 82自治体 30自 治体

5.5% 3=3% 2.20/ 2.7% 4.7% 「
′

年齢階級別一利用率別、自治体数割合

総計

60歳

55歳

50歳

45歳

40方長

0%    10%   20%   30%   40%   50%   60%   70%   80%   90%   100%
口0%～ 口10%～ ■20%～ □30%～ □40%～ 口50%～ ■60%～ □70%～ ■80%～ □90%～ 口100%～

40歳 45歳 50歳 55歳 60歳 総 計

最 大 250.0% 170.0% 162:5γ 400.0% 208_0% 168.7%

最 ′]｀ 0.0% 0.0% 0_0, 0.0% 0.0% 00ツ

平 均 3116% 28.6% 27.4% 29.4% 31.5% 29.9ツ

利用率が50%を超え
た自治体数

119自 治体 80自 治体 60目 治体 74目 治体 110自 治体 57自 治体

6.8% 4.6% 3_4% 4.2% 6.3% 3.3%

が 100% えているのは、クニポン未配布者に対して

年齢階級別―利用率別、自治体数割合

総計

60歳

55膚轟

50歳
.

45歳

4o滝置

0%     10°/。    200/0    300/.    40%
口0%γ 口10%～ ■20%～ 口30%～ ●40%～

％

一

０・０

”％００螺
”ロ
％０

％
回

８。

”％０８

％
■

７。

”％０
％
梱

１
６。
を

０一秘０％̈．
ロ
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資 料 3

・ミ螂農榊弩 Press Release
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平成22年 9月 29日 (水 )

照会先

健康局総務課がん対策推進室

(担当・内線)室長補佐 中平(3827)

室長補佐 高岡(2945)

(電言舌・代表)03(3595)2186

報道関係者各位

「平成 22年度がん検診受診率50%達成に向けた集中キャンペーン月間」
及び「平成 22年度がん検診 50%推進全国大会」の開催について

I.平成 22年度がん検診受診率50%達成に向けた集中キャンペーン月間
1【平成 22年 10月 1日 ～31日 (1ケ 月間)】

1.趣 旨     :   |
がん対策推進基本計画 (平成 19年 o月 閣議決定)の個別目標である「がん検

診受診率 50%以上」の目標達成に向け、国 口企業 口地方自治体・関係団体等が

連携・協力して、がん検診の重要性に関する国民の理解と関心を高めるための各
種取 り組みを行い、受診率を向上させることにより、がんによる死亡者の減少を
図るために実施するもの

2.開始年度

平成 21年度より (本年度で 2回 日
｀
)

3.実施時期

毎年、 lo月 1日から31日までの 1か月間をがん検診受診率50%達成に向
i けた集中キャンペTン月間として実施

4.実施主体

厚生労働省、都道府県、財団法人日本対がん協会、がん検診受診促進企業連携
実施本部

5.集中キャシペニン月間で使用するキャッチフレTズ等

別紙 1実施要領に記載のとおり (昨年度と同様のキャラクタニ、ロゴマTク 、
キヤッチフレーズを使用)

-1-



I.平成 22年度がん検診50%推進全国大会 【平成 22年 10月 9日 (土)(1日 間)】

がん検診受診率 50%に向けた集中キャンペーン月間の趣旨を一層高めること

を目的として、がんに関する正 しい情報をはじめがん検診の重要性を啓発するた
めに実施

1:開催場所

2.主  催

3.日  時

4.内  容

5.取材申込

お台場アクアシテイ 3F アクアアリーナ

(東京都港区台場 1丁 目7番 1号 )

厚生労働省、東京都t財団法人日本対がん協会、がん検診受診率促

進企業連携実施本部

平成 22年 10月 9日 (土)12:00～ 14:30

①主催者挨拶
②がんに関する体験談コンテスト表彰式        `
③ Fリ レニロフォニ・ライフ2010 in東京」スタートセレモ三一
④がん啓発に関するクイズ&トークショー

(出演者等、詳細は別紙2に記載のとおり)

テ レビカメラによる取材をご予定の場合、会場の管理者と当方で

撮影場所等に関する調整を行わせて頂きますので、 10月 5日 (火 )

17時頃までに下記の連絡先までご登録下さいますようお願いいた

します。

※ 全国大会に関するお問い合わせはt厚生労働省健康局総務課がん対策推進室
「がん検診 50%推進本部事務局」で受け付けております。

電話番号 03-5253-1111(内 線2946)

※ 詳しくは、集中キヤンペーン ロ全国大会のホームペTジ をご覧下さい。|
http://conl「 l ζtage.ac/gankenshin2010/illdex html
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局l」 紙 1

平成 22年度がん検診受診率 50%達成に向けた集中キャンペーン月間実施要領

1趣 旨

がんは、昭和 56年から我が国の死因の第 1位 となり、現在ではその 3割 に達

してお りt今後とも、人口の高齢化に伴い死亡者数の増カロが見漆まれている。

がんによる死亡者数を減少させるためには、早期発見 。早期治療が重要である

ことから、がん対策基本法 (平成 18年法律第 98号)第 13条においては、国

及び地方公共団体は、がん検診の受診率の向上に資するよう、がん検診に関する

普及啓発その他必要な施策を講ずるものと定められている。

こうした状況の中、厚生労働大臣は、平成 21年 7月 9日 に「がん検診 50%
推進本部」を設置し、がん対策推進基本計画 (平成 19年 6月 閣議決定)の個別

日標である 「がん検診受診率 50%以上」の目標達成に向け、国・企業・地方自

治体・関係団体等が連携・協力して普及啓発活動やイベントの開催等を行 うこど

で、政府一丸となって全力で取り組んでぃくことを決意表明したところである。

その一環 として、毎年 10月 を「がん検診受診率 50%達成に向けた集中キャ

ンペーン月間」と定め、この期間中にがん検診への関心を国民に深めていただく

とともイこ、官民一体となったがん対策への取 り組みの意識を高めることとするも

のである。

2 主 催

厚生労働省、者

`道

府県、財団法人 日本対がん協会、がん検診受診促進企業連携

実施本部     :

3 後 援 (予定)

社団法人 日本医師会(社団法人日本看護協会

4 実施期間

平成 22年 10月 1日 (金)か ら10月 31日 (日 )ま で

5 重点目標      . :
国民一人一人ががん予防の必要性を認識し、検診を受診するとい う行動に繋げ

,る ための施策を展開する:

-3-



6 ロゴマーク、キャラクター、キャッチフレーズ

別添 1～ 3の とお り

7 実施行事等 (例 )

(1)キ ャンペニン月間の周知 (各主催団体)

キャンペーン月間のポスタニを作成 し、関係各機関へ配布するほか、電車・

バス内での広告、懸垂幕、電光掲示板等により国民一般に対してキャンパーン

月間の周知を図る。

(2)資料の配布 (各主催団体 )

がん検診に対する関心を高めるため、関係各機関等にがん検診に関す るパン

フレッ ト、 リーフレッ ト等 を配布する。

(3>イ ベン トの開催 (各主催団体 )

がん検診の受診促進のため、関係団体を中心とした地域連携の拡充強化 を図

るとともに、各地において講演会、講習会、パネル展等を開催する。

(4)その他    :
上記のほか、各地域で本キャンペーンの趣旨に沿うた行事等を行 う。 1
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資 料 4

(        平成 22年 10月 6日

国立がん研究センターのがん難民を作 らないための新たな取 り組み

一『がん相談対話外来』(セカンドオピニオン)、『国立がん研究センター患者

必携サポートセンター』(電話相談窓口)の開設について

国立がん研究センター理事長  嘉山孝正

国立がん研究センタこは、本年 4月 に独立行政法人化を迎え、「1.世界最高

の医療と研究を行 う」「2.患者 目線で政策立案を行 う」という理念を定め、「職

員の全ての活動はがん患者のために !」 とい う新標語のもと(全職員が結束し

理念の実現に努めている。

これまでのがん患者や国民の方々か らの 「国立がんセンターが、がん難民を

作 り出しているのではないか」という声に真摯に耳を傾けt当センタTの使命

の第一として、「がん難民をつくらない」ということを決意し、新たな取 り組み

を開始してぃる:今回は、その球 り組みのうち、『国立がん研究センター患者必

携サポ_ト センター』 (電話相談窓口)、『がん相談対話外来』 (セ カン ドオピニ

オン)についてご紹介 したい。

1.『がん相談対話外来』 (セ カンドオピニオン)の開設

【目的】

本外来は、がん患者の方々の目線にて、そのおかれている状況の中で受ける

ことができる最良の医療について、患者や家族の方々と対話をしながら考えて

いくことを目的としたものであり、7月 12日 から開設している。

【内容】

患者や家族の方々が、医師、看護師、がん専門相談員、精神腫瘍医とも相談

を行いながら、がんの治療について十分に話し合つてtがん患者や家族の方々

が納得した選択ができるよう支援している。

本外来ではt医師・看護師が、患者や家族と30分程度の時間をかけて相談・

対話を行いながら、説明をしていく。 |
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続いて、医師に聞けなかつた悩みや分かりにくい説明が無かつたか、看護師

だけとの面接を通じて確認し、再び医師も同席して、患者の悩みや相談に応え

られるよう説明を行う。.必要に応じて、がん専門相談員が同席したり、精神腫

瘍医に紹介を行う。

【利用状況】(参考資料 1)

7月 12日 から開始し、9月 10日 までの利用者数は、304件であつた。

【相談 :対話の内容】(参考資料2)

8月 2日 (月 )-8月 13日 (金)に利用した64件について相談内容を分析し、

がん相談対話外来の利用に至うた理由を検討した:月J用者背景は図lt対応内容

については図2に示す。

図1,相談者背景 (%)8ノ 2‐ 8ノ13

利用者

性別

利用者住所

悪性腫瘍の進行度

相談内容

相談後の方針

図 2,対応:内容 (0/o)  8ノ 1278′13 h=64

診断の新たな見

解提示
.    6%

治療
診断・

新たな見
対する

6件 (9%)他 : 積極的治療の中止に関する内容

…2-

見解なし

ヽ



・利用者の悪性腫瘍の進行度は、淮行 。再発期のものが 78%であり、治療方針

に関する相談が 92%であった。    :
。がん相談対話外来での対応は、「治療法に関する新たな見解を提示したもの」

が 42%、 「診断に関する新たな昇解を提示したもの」が 6%、 「主治医の診断・

治療方針に新たな見解を示す必要が無かったもの」が 52%であった。1

・がん相談対話外来を受診後に、当センタニで加療することになつたものは

3%であつた。i

がん相談対話外来を利用するに至つた理由については図3に示す。

図3,相談 L対話外来に至つた理由 (%)'8ノ 2-8′13) n=64

主治医が治療に.  
主治医が

適切な診断が

できなかつた

5%

主治医が
適切な治療法を
_提示 して

いなか った   ・

8%

不安あつた

3%|
/~

.｀
リ

治医の

納得 .

かった
83%

。主治医の診断・治療方針に問題は無かったが、患者が主治医の説明に納得で

きていなかつたもの 83%       |
・主治医が適切な治療法を提示できていなかつたもの 8%  ,
・主治医が適切な診断ができていなかったもの 5%
・主治医が自分の治療に不安を抱いていたもの 3%

【利用者の感想】(参考資料 3)

がん相談対話外来を利用した患者・家族の方々に、利用後にアンケートを実

施した。利用者の感想については図 4、 外来看護師の同席することにっいては図

5に示す。      |        ´           |
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図4,利用者の感想 (%) 7′ 12‐9′10

目的達成度

患者・家族の理解度

患者・家族の満足度 満足1.6

図5,看護師の同席について (%) :複数回答 7′ 12,9ノ10

同席が した方がよい

同席は不要だと思う

医師と面談後に看護師と話せてよかつた

医師と面談後に看護師と会 う必要はない

25

ほぼ全ての方が目的は果たすことができたと考えていた。全ての方が1医師の

説明が理解できたと回答しており́、ほぼ全ての方が満足していた。     |~ま
た、外来に看護師が同席することにつし、、て、89%の方が同席していたことが

良かったと答えた。

-4-
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2.『国立がん研究センタニ患者必携サポー トセンタ_』 (電話相談

窓口)の開設                       i f

【目的】  =
本電話相議窓日は、が々患者の方やそのご家族の方が抱ぇる疑間、不安や悩

みをお伺いし、必要な情報や支援の方法について相談していくことを目的とし

たものであり、9月
.15日

から開設している9

【内容】                    1
「がんにっいて知りたい」、「療養生活のことでどこに相談していいかわから

ない」といつた声に耳を傾け、がん患者の方々にとらて必要な情報にっぃて、

国立がん研究センターがとりまとめた冊子『患者必携』の情報をもとに、疑間

や悩みを解決するための方法や相談できる場所の案内等を行つている。

また、'患者必携サポー トヤンターに寄せ られる声やご相談の内容をもとに、

すべてのがん患者 と家族の方々に、よりよいがん情報を届けるためのがん対策

やがん医療の体制整備の提案に役立てていくこととしている。

｀
※ 現時点においては、『患者必携』は、インターネットで内容の閲覧や印刷

が可能であり、今後、冊子体の配布を行つていく予定。国立がん研究セン

タ~は、下日でも早く(がん患者の方やそのご家族の方が抱える疑間、不

安や悩みを解決していくことを目的に、『国立がん研究センター患者必携

. サポートセンター』の設置を前倒しし、『患者必携』の冊子体の配布に先

駆けヾ9月 15日 に開設 した。 (参考資料 4)

【電話番号 と対応時間、利用料金など】       `

0570,02-3410
受付時間は(平 日 (土 日祝 日を除く)の 10時～15時。

｀
 相談は無料。ただし、通信料は発信者負担である。、
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【利用状況】

サポァ トセンター開始前では、中央病院相談支援センタ■全の電話相談件数

一日平均 24件※ 1であつた6       1
設置開始後、テレビ等で報道されたが、「電話番号をメモできなかっ′た」とい

う利用者が、多数、中央病院相談支援センタァに電話をしてきたこともありヽ
′
初日の利用件数は、中央病院相談支援センターの件数と合計し 114件の相談が

あった。その後の利用状況は以下の通り。

※1 平成 21年度相談支援室集計結果より

※2 当報告の対象は、「中央病院受診の有無を問わず、がんの療養に関する情

報支援、及び「患者必携」に関する相談などのがんに関する疑問や悩みを

電話で受けたものを対象とする。但し、中央病院受診中患者の転院・退院

支援に関する相談等や糸区続的にフォ甲―アツプの必要性のある患者との電

話相談は含まない。                     1

【相談の内容】      1 1
主な相談内容は以下の通り。詳細な分析は今後実施していく。

・現在受けている治療内容の妥当性  |     ′

・抗がん剤治療等の治療を中止することに伴う:不利益       ｀

,0抗がん剤の副作用等の身体症状        :
・医師とのコミュニケーションの方法     ‐

・代替療法         、         ′
・がん検診            ´́

患者必携

サポートセンター

中央病院

相談支援センター※2
計

2010年 9月 15日 水 66 48 114

2010年 9月 16日 木 68 46 114

2010年 9月 17日 金 64 38 102

2010年 9月 21日 火 31 37 68

2010年 9月 22日 水 29 24 53

2010年 9月 24日 金 34 27 61

-6-
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(参考資料 1) がん相談対話外来 実施状況

がん相談対話外来 件数 (2010年 7月 12日 -9月 10日 )304件

7/12-   8/1-   9/1-
7/31    8/31    9/10

7月 8月 9月 合計

血 液 5 10 1 16

肺内 19 17 7 43

1市タト 5 1 2 8

乳内
員
υ 17 5 27

手Lタト 1 10 0

消化器内 14 19 8 41

消化器外 2 3 0 5

内視鏡 C 1 1 2

泌尿器 15 4 37

肝胆膵内 16 7 39

ET月旦1華タト
ａ
υ 4 1

食道 1 3 1 5

整形 4 5 0 9

頭頸 2 3 1
Ａ
υ

婦人科 6
員
υ 22

皮膚 3 2 0 5

小児 2 0 1 3

1図タト 2 2 0 4

移 植 2 2 0 4

C 0 0 C

病理 2 2 2 6

合計
う
乙 138 46 304

‖賛    III竃
肺外

乳内

手しタト

消化器内

消化器外

内視鏡

泌尿器

肝胆膵内

肝胆膵外

食道

整形

頭頸

婦人科

皮膚

小児

1図 タト

移植

議7月

饉8月

,9月

病 理



(参考資料 2)が ん相談対話外来 相談内容

8月 2日 (月 )-8月 13日 (金)に不J用 した64件について

n=64

利用者背景 件数 %

利用者

性別

利用者住所

悪性腫瘍の進行度

相談内容

相談後の方針

｀
本人

家族のみ

男性

女性

東京近郊 (東京、神奈川、埼玉、千葉)

その他の地域(国内)

海外

早期
｀        進行「再発期

その他

治療に関すること

診断に関すること

主治医の元に戻つた事例

当センターで加療することになつた事例

53

11

37

27

45

18

1

9

50

5

59

5

62

2

83

17

56

42

70

28

2

92

8

97

3

４

　

８

　

８

１

　

７

対応内容 件数 %

治療法に関する新たな見解の提示

診断に関する新たな見解の提示

主治医の診断「治療方針に新たな見解を示す

必要が無かつた事例

積極的な治療の中止に関する内容

７

　

４

２ ２

　

６

４

相談口対話外来利用に至つた理由 件数 %

主治医の診断・治療方針に問題は無かつたが

患者が主治医の説明に納得できていなかった

主治医が適切な治療法を提示できていなかうた

主治医が適切な診断ができていなかつた

主治医が自分の治療に不安を抱いていた

３

　
　
　
５

　

３

　

２

５ ３

　

　

　

８

　

５

　

３

８
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がん相談対話外来を利用した患者 。家族の方々に、終了後にアンケー トの結果

について (7月 12日 -9月 10日 )           .       ‐

利用者の満足度など 件 数

目的の達成度「相談対話外来受診の目的は果た0れましたか?」 (N=243)

十分に達成

ほぼ達成

不十分

全く達成なし

患者・家族の理解度「相談対話外来医師の説明は理解できましたか ?」(N=242件 )

十分に理解

ほぼ理解

理解不十分

全く理解なし

とても満足

ほぼ満足

やや不満

全く不満

患者。家族の満足度「がん相談対話外来の満足度についてお聞かせください。」(N=244件 )

141       58

101       42

1     0.4

0     0.0

172        71

70        28

0 .    0.0

0     0.0

124       51

116        48

4      1:6

0     0.0

看護師の同席について 件数

「同席した看護師にういてお聞かせくださいd」 (N=244、 複数回答可)

:      ‐      同席していた方がよい

同席は不要だと思う

医師面談後に看護師と話ができてよかった

医師面談後に看護師と会う必要はないと思う
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(参考資料4)患者必携普及計画概要 (22年 10月 時点の予定)

注1)がん情報サービスのPDFは、引き続き無料にてダウンロード、印刷可能｀
注2)医療機関等の費用負担で印刷し、患者及び医療機関向けに無償で配布
する場合は当センタニより印刷用デ下夕の提供を行う :

注́3)T定規模以上の注文に対しても対応できるよう調整中

11-12
月頃

導入準備期間 ・拠点病院向けサンプル版配布 (患者閲覧及び医療従事者 :´

事前周知用)       :
・活用・普及支援ツール (ポスター、チラシの提供、動画等)

資材の提供とがん情報サニビスでの公開    ,
出患者Ⅲ医療機関向けFAQぺ下ジを開設     |

1月 以降 導入期間 口患者必携概要版 患者さんのしおり 80万冊配布 (患者、
医療機関[拠点病院以外も含む]向 け)

・冊子体として配布開始(書店等での購入を想定)12)の

・患者必携サポニトセンタT(電話相談窓口)による
.患者・医療機関・医療従事者向け活用支援

随時 導入支援 t

説明会等

「地域懇話会等にて実施

地域の療養情|′

幸風

日作成:導入支援等実施




